
受領検査を実施した職員が作成した検査調書、実施要領書等を確認するなどの方法により

会計実地検査を行った。

� 検査の結果

検査したところ、次のとおり適切でない事態が見受けられた。

すなわち、受領検査を実施した職員は、納入された実施要領書等の品質及び数量を確認

し、それらが契約条項、仕様書等に適合しているとして検査調書を作成し、これにより艦

補処は、前記のとおり 21,000,000円を支払っていた。

しかし、実施要領書は、その多くのページにおいて、文字が重なっていて判読できな

かったり、誤記載があったりなどしている箇所が見受けられ、適正な品質が確保されてお

らず、受領検査を実施した職員はこれらの状態を容易に確認できたのに、これを看過して

いた。

したがって、本件契約は、契約内容に適合した履行が確保されていないのに、適正に履

行されたとして契約金額の全額を支払っていたもので適切ではなく、実施要領書の作成に

要した費用相当額 14,450,233円が不当と認められる。

このような事態が生じていたのは、艦補処において、受領検査を適切に実施するという

認識が欠如していたことなどによると認められる。

不 正 行 為

（387）職員の不正行為による損害が生じたもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）防衛本省 （項）防衛本省共通費

部 局 等 海上自衛隊第 24航空隊小松島航空基地隊

不正行為期間 平成 21年 6月～22年 1月

損害金の種類 前渡資金

損 害 額 1,476,200円

本院は、海上自衛隊第 24航空隊小松島航空基地隊（以下「基地隊」という。）における不正行為

について、会計検査院法第 27条の規定に基づく防衛大臣からの報告及び会計法（昭和 22年法律

第 35号）第 42条の規定に基づく同大臣からの通知を受けるとともに、基地隊において、合規

性等の観点から不正行為の内容がどのようなものであるかなどに着眼して会計実地検査を行っ

た。

本件は、基地隊において、経理班出納係長が、分任資金前渡官吏の補助者として支払等の事

務に従事中、平成 21年 6月から 22年 1月までの間に、退職手当に係る市町村民税等の振込明

細票を自己名義の預金口座を振込先とした虚偽の振込明細票に差し替えるなどして、前渡資金

計 1,476,200円を領得したものであり、不当と認められる。

なお、本件損害額については、22年 5月に全額が同人から返納された。
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